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流域治水への転換について
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平成27年9月関東・東北豪雨

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

③小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

平成28年8月台風10号 平成29年7月九州北部豪雨

④桂川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

7月豪雨

⑤小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

台風第21号

⑥神戸港六甲アイランドにおける浸水被害
（兵庫県神戸市）

北海道胆振東部地震

⑦土砂災害の状況
（北海道勇払郡厚真町）

8月前線に伴う大雨

⑧六角川周辺における浸水被害状況
（佐賀県大町町）

平成28年熊本地震

②土砂災害の状況
（熊本県南阿蘇村）

⑨電柱・倒木倒壊の状況
(千葉県鴨川市)

房総半島台風

④

③

⑧
①

⑦

⑤⑥
②

⑨東日本台風

⑩千曲川における浸水被害状況
(長野県長野市)

⑩

令
和
元
年

平
成
30
年

平
成
27
～
29
年

近年毎年のように大規模な災害が発生近年毎年のように大きな災害が発生 2

出典︓「気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会資料 より



⽬標とする安全度
を確保するには、
計画の対象とする

流量が増⼤

気候変動の影響と治水計画の見直しについて

○ 災害の発生状況やＩＰＣＣの評価等を踏まえれば、将来の気候変動はほぼ確実と考えられ、緩和
策と適応策とを車の両輪として進め、気候変動に対応することが必要

○ 温暖化が進行した場合に、目標としている治水安全度を確保するためには、「過去の実績降雨に
基づくもの」から「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に計画の見直しが必要

気候変動
シナリオ 降⾬量 流量 洪⽔発⽣頻度

２℃上昇相当※ 約１．１倍 約１．２倍 約２倍

世界平均地上気温変化

（２℃上昇ケース）

（４℃上昇ケース）
経年変化

（年）

降雨量変化倍率をもとに算出した、
流量変化倍率と洪水発生頻度の変化

※ ２℃は、温室効果ガスの排出抑制対策（パリ協定）の目標とする気温

過去の実績に基
づくもの

気候変動による
降雨量の増加など
を考慮したもの

現
在

整備の⽬標
とする流量

⾒
直
し
後

近年毎年のように大規模な災害が発生気候変動の影響と治水計画の見直しについて 3
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集⽔域

河川区域

氾濫域

集⽔域

流⽔の貯留
[国・県・市町村・利⽔者]

治⽔ダムの建設・再⽣、
利⽔ダム等において貯留⽔を
事前に放流し洪⽔調節に活⽤

[国・県・市町村]
⼟地利⽤と⼀体となった遊⽔
機能の向上

持続可能な河道の流下能⼒の
維持・向上
[国・県・市町村]

河床掘削、引堤、砂防堰堤、
⾬⽔排⽔施設等の整備

氾濫⽔を減らす
[国・県]

「粘り強い堤防」を⽬指した
堤防強化等

⾬⽔貯留機能の拡⼤
[県・市町村、企業、住⺠]

⾬⽔貯留浸透施設の整備、
ため池等の治⽔利⽤

浸⽔範囲を減らす
[国・県・市町村]

⼆線堤の整備、
⾃然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい⽅の⼯夫

[県・市町村、企業、住⺠]
⼟地利⽤規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の⽔害リスク情報提供、
⾦融による誘導の検討

河川区域

[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域⼟地のリスク情報の充実
[国・県]

⽔害リスク情報の空⽩地帯解消、
多段型⽔害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市町村]

⻑期予測の技術開発、
リアルタイム浸⽔・決壊把握

経済被害の最⼩化
[企業、住⺠]

⼯場や建築物の浸⽔対策、
BCPの策定

住まい⽅の⼯夫
[企業、住⺠]

不動産取引時の⽔害リスク情報
提供、⾦融商品を通じた浸⽔対
策の促進

被災⾃治体の⽀援体制充実
[国・企業]

官⺠連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫⽔を早く排除する
[国・県・市町村等]

排⽔⾨等の整備、排⽔強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

「流域治水」の施策のイメージ 4
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○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対
策、「流域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も
含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させる
ための対策、③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。



ためる 氾濫水を減らす

【さらなる堤防強化】
・越流・越波した場合であっても
決壊しにくい「粘り強い堤防」を
目指した堤防の強化を実施

・更なる堤防の強化に向け、継続
的な技術開発

【企業等の様々な関係者の参画と全国展開】

・利水ダム等の事前放流の本格化

・民間ビル等の貯留浸透施設の整備

・流域対策の拡充と全国展開

・遊水機能を有する土地の保全

【整備の加速】
・堤防整備や河道掘削、ダム、遊水地等の整備

ながす

こ
れ
ま
で
の
取
組

こ
れ
か
ら
の
取
組

○ 流域全体で「ためる」対策、「ながす」対策、「氾濫水を減らす」対策、「浸水範囲を限定する」 ※対策を
組み合わせ、整備を加速化。

○ 都市化が著しい河川で進めてきた流域の貯留対策を、全国に展開し、手段も充実。

○ 氾濫が発生したとしても氾濫水を少なくするために、堤防の決壊を防ぐ取組を推進。

・都市部の河川流
域を中心に、雨水
貯留浸透施設の整
備を実施。

・堤防決壊までの時間を少しで
も引き延ばすよう、堤防構造を
工夫する対策を実施。

・遊水地の整備、
ダムの建設・再生
を実施して治水容
量を確保。

・河川改修を上
下流・左右岸バ
ランスを考慮し
、下流から順次
実施。

対策のスピードアップ、多様な関係者が協働して実施、対策エリアの拡大

河川区域集水域

越流・越波を想定した
堤防強化の取組を推進

河川区域 河川区域

（エリアの拡大）

（関係者の協働）

（関係者の協働）

（関係者の協働）

（エリアの拡大）
（関係者の協働）

①氾濫をできるだけ防ぐための対策 5

※P6において解説

出典︓「気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会資料 より



○ 流域全体で「水災害リスクがより低い区域への誘導・住まい方の工夫」、「浸水範囲の限定」、「氾濫水
を減らす」※対策を組み合わせ、対策を加速化。

○ 氾濫が発生しても、二線堤などにより、浸水の拡大を防ぎ、被害を最小限。

洪水に対する災害危険区域の指定や、建築規制の
取組はまだ事例が少ない。

水災害リスクがより低い区域への誘導
・住まい方の工夫

水災害リスクがより低い区域への誘導
・住まい方の工夫を推進

コンパクトなまちづくりにおいて防災にも配慮し、より
水災害リスクの低い地域への居住や都市機能を誘導。

水災害リスクがあるエリアで、建物をピロティ構造にす
るなど住まい方の工夫を推進

不動産取引時の水害リスク情報提供、保険・金融による誘
導の検討

浸水範囲の限定

二線堤、輪中堤など、氾濫水を制御し、氾濫範囲
を限定する取組はまだ事例が少ない。

盛土構造物の設置、既存施設の活用などによる
浸水範囲の限定を推進

二線堤の整備や自然堤防
の保全により、浸水範囲
を限定。

こ
れ
ま
で
の
取
組

こ
れ
か
ら
の
取
組

浸水想定区域の指定の推進とともに、リスク情報の空白
域を解消。

二線堤

輪中堤

二線堤

②被害対象を減少させるための対策 6

※P5において解説
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・被害が大きい河川の洪水予測等や浸水想定区域の
提供
・市町村から情報による住民の避難行動
・水災害リスクの高い、地下街や要配慮者施設は避
難確保計画等を策定

避難体制を強化して命を守る

広範囲で
大規模な

災害が発生

リスク情報が公表
されているエリア
でも被害が発生

リスク情報の空白域
で災害が発生

浸水想定区域の指定の推進とともに、リスク情報の空白域
を解消。

民間ビルの活用や高台整備により、近傍の避難場所を確保

各地区における個人の防災計画の作成、防災情報の表現の
工夫

長時間予報や水系全体や高潮等の水位・予測情報を提供

発災による経済被害
の軽減に努める

より早期の復興のた
め水害保険や金融商
品の充実により、個
人の備えを推進

公共交通機関等の
インフラの被災により

経済被害が拡大

被害の広域化・長期化に
よる経済被害の

拡大が懸念

様々な民間企業など
の拠点と、
ネットワークを支え
る社会インフラを
一体的に浸水対策を
実施

より早期の復旧のた
めに、国などに加え
、民間企業に協力を
求める

こ
れ
ま
で
の
取
組

こ
れ
か
ら
の
取
組

被災後に早期復旧
・復興を目指す

大規模工場の浸水対
策など供給拠点の減
災対策を推進

発災後、国などが
中心となって被災
地の復旧・復興を
支援

○ 流域全体で「避難」、「経済被害軽減」、「早期復旧・復興」の対策を組み合わせ、被害を最小化。
○ これらの取組を推進するため水災害リスク情報を充実。
○ 様々な民間企業や社会インフラの一体的な浸水対策により経済被害を軽減する。
○ 被災しても早期復旧できるよう、流域の関係者が一体となった取組を強化。

③被害の軽減・早期復旧・復興のための対策 7
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集水域での対策（雨水貯留機能の拡大）

○河川に流れ込む水を一時的に貯めたり、地下へ浸透させることで、河川への流出を遅らせる効果を期待する施設。

取組主体︓県、市町村
⽀援制度・事業︓流域貯留浸透事業 等

貯留時の様子

土手を整備し、貯留容量を確保

校 庭 貯 留
【事例：霧が丘調整池（横浜市）】

調 整 池

貯留時の様子

平常時

8

河川管理者以外の取組



○ 水田の排水口への堰板の設置等による流出抑制によって下流域の湛水被害リスクを低減
○ 農業者が地域共同で取り組む「田んぼダム」の取組を農林水産省の多面的機能支払交付金により支援

田んぼダムイメージ

下流へのピーク流出量低減

○ 通常の水田

○ 田んぼダムに取り組む水田

雨水貯留量ＵＰ

水田からの雨水流出のピークをカット
福岡県における田んぼダムの現地実証の事例

下流に守るべき市街地等がある水田
地帯で実施（農業者の協力必須）

通常の堰板

専用の堰板

貯留量ＵＰ

農業競争力強化を図るため、担い手への農地集積・集約化に向け、
水田を整形・大区画化

事業イメージ

未整備
狭小・分散

整備済
整形・集積

（参考）水田の整備

※ 田んぼダムの取組の基盤ともなる

通常の水田田んぼダムの水田 調整板を外した状態調整板を設置

多面的機能支払交付金を活用した事例（栃木県小山市）

田んぼダムの取組により、豪雨時の水田からの流出量を抑制
調整板

集水域での対策（雨水貯留機能の拡大）田んぼダムの事例 9

取組主体︓県、市町村
⽀援事業︓農林⽔産省 多⾯的機能⽀払交付⾦

河川管理者以外の取組



○ 地方自治体においては、農業用ため池が有する洪水調節機能を積極的に活用
○ 洪水吐きスリットの設置等について、農林水産省は農村地域防災減災事業、農業水路等長寿命化・

防災減災事業により支援

洪水吐きスリットは、側水路型や正面越流型の洪水吐の一部の切欠
のことであり、スリットの深さに対応した空容量を確保することにより、農
業用ため池が有する洪水調節機能を強化する。

兵庫県での事例

洪水吐きスリット

全国のため池の分布（令和２年３⽉時点）

（支援事業）

-地方公共団体が行う洪水調節のための洪水吐きスリット設置等に対しては、農村地域防災減災事業により支援

-地方公共団体が行う避難対策としてのハザードマップ作成に対しては、農業水路等長寿命化・防災減災事業により支援

但馬 232 ヶ 所

丹波 678 ヶ 所

阪神 3,715 ヶ 所

播磨 8,283 ヶ 所

淡路 11,492 ヶ 所

（洲本市 上大池） （H26.10 淡路市 黒田池）

台風前に落水したため池

全国 159,543カ所

兵庫県ため池分布図
（平成31年4⽉時点）

集水域での対策（雨水貯留機能の拡大）農業用ため池の活用 10

取組主体︓県、市町村
⽀援事業︓国⼟交通省 流域貯留浸透事業、 等
農林⽔産省 農村地域防災減災事業、農業⽔路等⻑寿命化・防災減災事業 等

河川管理者以外の取組



集水域での対策（雨水貯留機能の拡大）

○河川に流れ込む水を地下へ浸透させることで、河川への流出を遅らせる効果を期待する施設。

透⽔性舗装の整備⾬⽔浸透施設（浸透ます等）の整備

整備することにより、雨水の浸透を見込める。

取組主体︓県、市町村等
⽀援制度・事業︓下⽔道浸⽔被害軽減総合事業 等

【浸透ます等 施設配置イメージ】

11

河川管理者以外の取組



ハザードエリアと市街地エリアの重複がある場合の⽴地適正化計画の取組事例

○浸⽔想定区域については、全ての浸⽔想定区域を居住誘導区域から除外している事例や、想定浸⽔深によって居
住誘導区域から除外している事例がみられる。

⽤途地域内の⼀部に浸⽔想定区域が指定されてお
り、全ての浸⽔想定区域を居住誘導区域から除外
している事例

想定浸⽔深２．０ｍ以上の区域を居住誘導区
域から除外している事例

想定浸水深２．０ｍ以上のため、
居住誘導区域から除くエリア

出典︓「 ⽔災害対策とまちづくりの連携のあり⽅」検討会 第１回 資料３­２ P16 より

氾濫域での対策（リスクの低いエリアへ誘導/住まい方の工夫） 12
河川管理者以外の取組



○居住誘導区域内の浸⽔被害の防⽌・低減を図るため、都市再⽣区画整理事業を拡充し、⽴地適
正化計画に位置づけた防災対策として実施する⼟地区画整理事業について、⼀定の要件を満たす
場合に、⼟地の嵩上げ費⽤を補助限度額の算定項⽬に追加。

【土地の嵩上げによる浸水対策のイメージ】

居住誘導区域内の浸⽔想定区域で⼟地区画整理事業を実施

区画整理事業にあわせて土地の嵩上げをすることにより、地区内の浸水被害を軽減

※⾚字については、令和２年度の拡充事項

土地の嵩上げ

出典︓「 ⽔災害対策とまちづくりの連携のあり⽅」検討会 第１回 資料３­２ P29 より

氾濫域での対策（リスクの低いエリアへ誘導/住まい方の工夫） 13

河川管理者以外の取組



○ 二線堤は、市町村等が独自に整備しているほか、国としては、総合流域防災事業（洪水氾濫域減災対策事
業）等により支援してきたところであり、引き続き、本事業等により整備を支援していく。

※総合流域防災事業による交付には、氾濫を許容することとする区域において、災害危険区域の指定等必要な措置がなされること等が条件

○ また、既存の二線堤等を保全するために浸水被害軽減地区に指定された土地に対する固定資産税及び
都市計画税の減免措置を令和２年度より実施予定（閣議決定済み）。

⑤被害範囲を減らす二線堤等の整備

浸水エリアを限定するための二線堤等の整備や保全等【令和2年度より税制創設】

○ 輪中堤防等が存する土地等の区域が浸水の拡大を抑制する効
用を有すると認めるときは、これを浸水被害軽減地区として指定。

水防管理者による指定

助言・勧告

○ 届出に係る行為が浸水被害軽減地区の保全の観点から望ま
しくないと水防管理者が認めるときは、必要な助言又は勧告。

形状変更行為の届出

○ 浸水被害軽減地区内の土地の改変、掘削等をしようとする者は、
あらかじめ水防管理者にその旨を届出。

浸水被害軽減地区の指定に係る特例措置の創設（固定資産税・都市計画税）

二線堤の整備事例

＜浸水被害軽減地区の概要＞

浸水被害軽減地区の指定を受
けた土地の所有者に対し、当
該土地にかかる固定資産税及
び都市計画税を減免。

＜固定資産税等の減免制度を創設＞

岐阜県輪之内町（福束輪中）

 本堤（河川堤防）背後の堤内地に築造される堤防。

 二線堤等の盛土構造物を整備又は保全することにより、

本堤が破堤して洪水が氾濫した場合における浸水範囲の抑制に有効。

二線堤

本堤（河川堤防）二線堤とは

肱川水系肱川・矢落川（愛媛県大洲市）
・上下流バランスの観点から暫定堤防となっている東大洲地区において、
大洲市が二線堤（市道）を整備。国は、氾濫水を排水する樋門を整備。

・本堤と二線堤の中で約60万m3を貯留し、二線堤から市街地側への
越水を遅らせることで、家屋の浸水被害を軽減。

湛水範囲

暫定堤防

二線堤

古川排水樋門

出典︓気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会 第３回 資料３ P66 より

氾濫域での対策（リスクの低いエリアへ誘導/住まい方の工夫） 14
河川管理者以外の取組



防災集団移転促進事業

【事業の要件】
市町村は、移転促進区域の設定、住宅団地の整備、移転者に対する助成
等について、集団移転促進事業計画を定める。

 住民の生命等を災害から保護するため、住民の居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団的移転を促進することを目的と
して、地方公共団体が行う住宅団地の整備等に対し事業費の一部を補助。

 近年､激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、堤防整備等のハード整備のみならず、災害ハザードエリアからの事前の移転も重要
 一方で、人口減少に伴う集落の小規模化や、事前移転のための合意形成の困難さ等の課題
 集団移転に対して、より小規模な移転を対象とすることにより、事業を使いやすくし、災害が発生する前の集団移転を促進

国庫補助の対象となる経費 （補助率３／４）

① 住宅団地の用地取得及び造成に要する費用

（当該取得及び造成後に譲渡する場合を除く）

② 移転者の住宅建設・土地購入に対する補助に要する経費
（借入金の利子相当額）

③ 住宅団地に係る道路、飲用水供給施設、集会施設等の公
共施設の整備に要する費用

④ 移転促進区域内の農地及び宅地の買取に要する費用
（やむを得ない場合を除き、移転促進区域内のすべての住宅の用

に供する土地を買い取る場合に限る）

⑤ 移転者の住居の移転に関連して必要と認められる作業所
等の整備に要する費用

⑥ 移転者の住居の移転経費（引っ越し費用等）に対する補助
に要する経費

⑦ 事業計画等の策定に必要ね経費 （補助率１／２）

移転促進区域の設定
自然災害が発生した地域又は災害のおそれのある災害危険区域
※事業区域を建築基準法第39条の災害危険区域として建築禁止である旨

を条例で定めることが必要

住宅団地の規模
10戸以上（かつ移転しようとする住居の数の半数以上）であることが必要
ただし、浸水想定区域・土砂/津波/火山災害計画区域（地域）であって、堤

防等の治水施設整備が不十分な場合は、５戸以上（事前移転の促進）

移転促進区域

住宅団地
集団移転

②移転者の住宅建設･土地購入に対する補助

⑥移転者の住居の移転に
対する補助

④移転促進区域内の農地及び
宅地の買取

①住宅団地の用地取得造成

③,⑤公共施設等(道路､公園､集会所､
共同作業所等)の整備

防災集団移転促進事業の効果事例（⻘森県⿊⽯市）
○ S50.8︓集中豪⾬により川沿い

の集落が被災
○ 被災を契機に、近隣の⾼台に集団

移転（27⼾が移転）
○ S52.8︓集中豪⾬により再び氾濫

従前地は浸⽔したものの、移転団
地は被害なし

集団移転により浸⽔被害を防⽌

背景・⽬的
※⾚字については、令和２年度の拡充事項

出典︓「 ⽔災害対策とまちづくりの連携のあり⽅」検討会 第１回 資料３­２ P26 より

氾濫域での対策（リスクの低いエリアへ誘導/住まい方の工夫） 15
河川管理者以外の取組



○ 滋賀県は、「滋賀県流域治水の推進に関する条例」を定め、浸水危険性の高い地域について土地利用規制や
建築行為の許可制を講じている。

○ また、洪水予報河川や水位周知河川のほか、県下の主要な一級河川・普通河川・水路等の様々な規模の降
雨による氾濫などを想定した水害リスク情報を、「地先の安全度マップ」として公表し、土地利用や住まい方、
避難行動につなげるための基礎資料として活用。

条例による流域対策の事例（滋賀県流域治水の推進に関する条例）

① 居室の床面または避難上有効

な屋上の高さが想定水位以上
である。

② 想定水位下の主要構造部が鉄

筋コンクリート造または鉄骨造
である or 当該建築物の地盤
面と想定水位との高低差が3メ
ートル未満である。

③ 浸水が生じた場合に確実に避難できる

要件（広さ、距離、経路、管理状況等）
を満たす避難場所が付近にある。

避難場所

地盤面

想定水位

大津市の表示例：最大浸水深図（1/200）

対象河川等
県下の主要な⼀級河川（約240 河川）に加え、主要な
普通河川、⾬⽔渠および農業⽤排⽔路
⇒ 河川からの氾濫だけではなく、内⽔氾濫も考慮

設定外⼒（降
⾬）

「⽐較的頻繁に想定される⼤⾬(1/10)」から「計画規
模を超える（⼀級河川整備の将来⽬標を超える）降⾬
規模（1/100, 1/200）」を想定

・ 降⾬規模 ： 1/10, 1/100, 1/200

表⽰情報
・ 被害発⽣確率（床上浸⽔(浸⽔深0.5m以上)、家屋⽔

没(浸⽔深3m 以上)、流体⼒2.5m3/s2 以上）
・ 最⼤浸⽔深
・ 流体⼒(=浸⽔深×氾濫⽔の平均流速の2 乗)

 知事は、200 年確率の降雨が生じた場合に、想定浸水深がおおむね３メ
ートルを超える土地の区域を浸水警戒区域を指定することができ、区域
内での住居等の建築に際しては知事の許可が必要となる（以下の①～③
を確認）。

 10年確率降雨時における浸水深が50㎝以上となる土地の区域では、盛
土などにより一定の対策が講じられなければ、原則として市街化区域に
編入しないことを規定。

浸⽔警戒区域における建築物の建築の制限（条例第14条）

浸⽔警戒区域における建築物の建築の制限（条例第24条） 地先の安全度マップの公表

出典︓気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会 第１回 資料３ P36 より

氾濫域での対策（被害を軽減する） 16

河川管理者以外の取組



氾濫域での対策（早期復旧・復興に備える）

○氾濫水を早期に排除するための排水門の整備や排水機場等の耐水化等を推進

17

排水機場等の耐水化


